
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② ㎡
③ 人
① 回
② 回
③ 人

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

対象の妥当性

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 妥当である

２ 目標どおり

１ 適正である

１ 高い

１ 高い

３ 低い
３ 適正でない

Ａ
２ 検討の余地あり

１ なし

１ 妥当である

係　   　名

電 話 番 号

会　   　計

款

5,370,659

5,332,00030.5%

３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 低い・未実施
３ あり

２ 検討の余地あり

効  率  性 Ｂ

項

目

0.0%

達成率
100.0%

30.5%

終了年度昭和27年度開始年度

552,000

64.3%

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0765-23-1028

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

内部管理

537,600

1,835,860
622,000

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

施  策  名

当面継続

建設課土木一般管理事業

土木一般管理事業

自治事務

業務係

1
計画

1

19

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

622,000

1,174,819
1,773,040

単位 24年度
実績

1

25年度

0.0%

2.4%5,043

715,199

4,114,502

5,000

協働になじまない

一般会計

土木費

土木管理費

土木総務費

26年度
計画

1

２
事
業
概
要

事 業 概 要
富山朝日自転車道線駐輪場施設（トイレ、広場等）を適切に維持管理する。（富山県からの委託）
角川ダム公衆衛生施設（公衆便所）を適切に管理する。
職員が研修を受けたり、各種団体からの情報を得ることにより、事務を適切に執行する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

①富山朝日自転車道線駐輪場及び角川ダム公衆便所の利用者が快適に利用できる状態とする。②各種協議会からの情報提供や情報交換により
事務の執行が適切にできる状態とする。③職員研修により事務に関する知識が増え、効率よく事務が執行できる状態にする。

①富山朝日自転車道線駐輪場及び角川ダム公衆便所の清掃業務、②市町村道事業研修への職員の派遣、③各種協議会
等負担金等の支払い、臨時職員の賃金等の支払い

手       段
（活動指標）

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

３
指
標

財
源
内
訳

人
件
費

537,000

研修に参加した職員数

成
果
指
標

支
出
内
訳

富山朝日自転車道線駐輪場の清掃回数

角川ダム公衆便所の清掃回数

③工事請負費

5,866,000

48
10

8,310,659

700

2,940,000

4,426,000

1,953,000
2,108,140

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ）
①国庫支出金

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保

16　快適な道路機能の強化

1010

134

計画

20

指　標　名

建設課職員

区　　分

活
動
指
標 19

25年度

102

①需用費
②委託料

単位

831,000

1,020,000

2

4,426,000

529,000

5,000
3,892,000

622,000

4,114,502

4,926
3,571,976

1,753,442

537,600

①事務事業に携わる正規職員数

2,940,0002,940,000

7,366,000

700

2,940,000

2

7,054,502

700

円）（Ｂ）

5,324,000

2

700

5,866,000
2

8,806,000

5,370,702
4,828,059

0.0%

0.0%

17.8%

　

２ 普通
２ 検討の余地あり

３ 低い

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり実施主体の適正化

負担割合の適正化

１ 高い
１ 適正である

コスト効率

３ 適正でない

有  効  性
目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

６
評
価

Ｂ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

Ｂ

24年度
決算額
1,023,861

622,000

予算現額

○富山朝日自転車道線駐輪場及び角川ダム公衆便所の清掃業務
○市町村道事業研修への職員の派遣
○各種協議会等負担金等の支払い、臨時職員の賃金等の支払い
○片貝清流橋開通に伴う開通式開催事業費負担金の支出
○富山県から払い下げのユニック車を使用するため、職員が玉掛け技能講習・小型クレーン技能講習を受講し免許を取得

100.0%

16-１　幹線道路の整備

富山朝日自転車道線駐輪場の対象施設件数

角川ダム公衆衛生施設の敷地面積

市民協働の状況

実績
1

134

富山朝日自転車道線駐輪場、角川ダム公衆衛生施設、建設課職員

134
20

102
48
10

134 134

48
102 102

48

100.0%

100.0%
100.0%
100.0%

102
48
10

決算増減率

75.9%1,800,800

1,300,000

予算現額 決算額

1.1%

0.0%

0

2

2,940,000

0
5,000

700

8,272,000

4,775,00035.2%

20

2,064,000
5,332,000

0
800,000

26年度
当初予算額
1,830,000

638,000

事業の進め方・内容について改善の
余地あり

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

いずれの施設も多くの利用者があることから、実施方法を工夫し
て快適な環境維持に努めることが必要である。

評
価
結
果

不要１次評価
（課長総括）

4,200③人件費（②×＠



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 路線
② 路線
③ 路線
① 路線
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　適正な道路管理を行っていくうえで現況を適切に把握した台帳
の整備・保管は重要なことであり、今後も事務事業の改善による
事業費の削減に努めること。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

１次評価
（課長総括） Ｂ 管理運営の進め方・内容について改

善の余地あり
２次評価 不要 　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ

Ｂ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である

新規道路追加路線を６件追加した。
道路台帳の付図の作成では、工事で使用したものを活用することで測量経費の削減が図れた。

150.0% 588,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 8,979,000 7,959,000 8,964,000 8,227,800 3.4% 11,849,000

人
件
費

-33.3% 3

②年間所要時間 200 200 140 500 150.0% 140

3 2

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 840,000 840,000 588,000 2,100,000

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

11,243,000
収入合計 8,139,000 7,119,000 8,376,000 6,127,800 -13.9% 11,261,000
⑤一般財源

18,00023,200 45.0%
-14.1%

④その他（使用料、雑入等） 16,000 16,000 16,000
8,123,000 7,103,000 8,360,000 6,104,600

②県支出金

④負担金補助及び交付金

7,119,000
⑤その他 1,190,000 2,400,0001,190,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

-13.9% 11,261,000
2,261,0001,050,000

6,127,800

②委託料 5,929,000 5,077,800

支出合計（Ａ） 8,139,000 8,376,000

5,976,0005,929,000

-11.8%

決算増減率 当初予算額

9,000,000-14.4%

予算現額決算額
26年度

決算額
25年度

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 1,020,000
予算現額

③工事請負費

0

99.6% 1,255成
果
指
標

道路台帳整備済市道路線数 1,252 1,245 1,256 1,251

150.0%

道路台帳削除路線 0 0 0

4
道路台帳変更路線数 30 41 30 50 166.7% 30

4 6

0

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

新規道路台帳追加路線数 4 0
計画 実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

道路台帳や図面を作成することで、市道の現状を的確に把握できる。

25年度 26年度
計画 実績

土木費

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　道路法の規定に基づき、魚津市の管理する道路の種類や路線名、道路区域の境界線、路面種類など記載した台帳や
図面を作成する業務である。

対　   　象 市道、道路台帳

手       段
（活動指標）

新規認定路線や拡幅・舗装等による改良路線を調査や測量、電算処理を行い道路台帳や図面を作成する業務。

0765-23-1028

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路橋りょう総務費

予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款

事  業  区　分

項 道路橋りょう費

2.道路台帳整備事業 係　   　名 業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

建設課

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化

開始年度 昭和34年度頃 終了年度

７　魅力ある都市基盤の充実

事  業  期　間

自治事務

当面継続

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路台帳整備事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
② 円
③ 円
① 本
② 本
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

街路灯、街路樹の維持管理について、道路台帳に履歴を記録する
など総合的な管理ができないか検討が必要である。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ

Ｂ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である

○故障した街路灯の修繕
○街路灯に係る電気料の支払い
○街路樹の剪定

0.0% 12,432,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 22,672,000 22,280,949 22,672,000 22,547,438 1.2% 26,125,000

人
件
費

0.0% 11

②年間所要時間 2,960 2,960 2,960 2,960 0.0% 2,960

11 11

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 12,432,000 12,432,000 12,432,000 12,432,000

①事務事業に携わる正規職員数 11 11

13,693,000
収入合計 10,240,000 9,848,949 10,240,000 2.7% 13,693,000
⑤一般財源

0
0

2.7%
④その他（使用料、雑入等）

10,240,000 9,848,949 10,240,000

0
②県支出金 0財

源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

10,115,438
10,115,438

支出合計（Ａ） 10,240,000 9,848,949 10,240,000
⑤その他 863,000 935,0006,315,000
④負担金補助及び交付金

2,905,000

2.7%
925,416 7.2%

10,115,438 13,693,000

0

決算増減率 当初予算額

2,905,000

4,028,000
0

予算現額 決算額 予算現額
6,400,000

③工事請負費

①需用費 1,020,000
決算額

2,902,860 8.8%2,905,000
-0.5%6,287,162 6,760,000

26年度25年度

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

6,316,819
②委託料 2,669,130

成
果
指
標

稼働している街路灯本数 289 289
剪定街路樹の本数 287

2,300,000

100.0% 289
106.9% 303

100.0%街路樹剪定業務委託料 2,300,000

287 303

60.7%

2,299,500

324
289 289

2,016,000

1,110,000
街路灯の電気料 5,160,000 5,404,432 5,400,000 5,613,628 104.0% 5,760,000

1,110,000 673,534

2,300,000

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

街路灯の修繕費用 666,000 912,387
計画 実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

道路利用者に対し、安全で快適な環境を整備する。

25年度 26年度
計画 実績

土木費

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市道上の街路灯、街路樹等の維持管理

対　   　象 街路灯、街路樹

手       段
（活動指標）

街路灯の維持修繕、街路樹の剪定業務

0765-23-1028

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路維持費

予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款

事  業  区　分

項 道路橋りょう費

道路維持一般管理事業 係　   　名 業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

建設課

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化

開始年度 平成以前 終了年度

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保

事  業  期　間

自治事務

当面継続

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路維持一般管理事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 箇所
② 箇所
③
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　河川や水路の日常的な維持管理費が主であり、一律の事業費の
削減は困難であるが、地域住民の協力を得るなど必要最低限の経
費で実施するよう努めること。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

１次評価
（課長総括） Ｂ 管理運営の進め方・内容について改

善の余地あり
２次評価 不要 　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ

Ｂ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である

修繕工事を３件発注し、河川の管理に努めた。
準用河川での占用料を徴収するため、魚津市準用河川流水占用料等条例の制定した。

100.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 3,048,000 4,446,343 3,388,000 3,022,864 -32.0% 3,098,000

人
件
費

20.0% 5

②年間所要時間 100 100 100 200 100.0% 100

5 6

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000 420,000 420,000 840,000

①事務事業に携わる正規職員数 5 5

2,678,000
収入合計 2,628,000 4,026,343 2,968,000 2,182,864 -45.8% 2,678,000
⑤一般財源 -45.8%
④その他（使用料、雑入等）

2,628,000 4,026,343 2,968,000 2,182,864

②県支出金

④負担金補助及び交付金

4,026,343
⑤その他 538,923 750,000708,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

-45.8% 2,678,000
709,000629,861

2,182,864

②委託料 544,950 492,450

支出合計（Ａ） 2,628,000 2,968,000

900,000900,000

16.9%

-64.0% 1,069,000
決算増減率 当初予算額

900,000-9.6%

予算現額
1,318,000

決算額
26年度

決算額
25年度

1,060,553

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 1,020,000 2,942,470
予算現額

③工事請負費

67.0% 100
60.0% 10060

成
果
指
標

堆積土砂除去実施率 100 100 100 67
修繕工事実施率 100 100 100

66.7% 3
修繕工事実施件数 5 5 5 3 60.0% 5

3 2
３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

堆積土砂除去実施件数 3 3
計画 実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

河川の流下機能を確保できる。

25年度 26年度
計画 実績

土木費

市民協働の状況 協働可能だが予定なし

２
事
業
概
要

事 業 概 要
河川の氾濫などを未然に防止して安全性を確保するために、河川や排水路等の補修や堆積土砂の浚渫、水門の維持管
理をおこなっている.

対　   　象 準用河川、排水路

手       段
（活動指標）

①排水路修繕工事、②準用河川等浚渫、③宮谷川水門の維持管理、④水防資材の調達

0765-23-1028

施  策  名 11　災害に強いまちの形成 目 河川総務費

予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款

事  業  区　分

項 河川費

2.河川管理事業 係　   　名 業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

建設課

基本事業名 11-１　浸水対策の強化

開始年度 平成元年度以前 終了年度

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保

事  業  期　間

自治事務

当面継続

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 河川管理事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 業者
② 円
③ 円
① km
② 地区
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

　　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

公共施設の除雪については、本来土木災害応急措置事業の範疇に
入らないことから、当該公共施設に係る事務事業で対応できない
か検討が必要。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ

Ｂ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である

○リース除雪機械の賃貸借期間の見直し
　・12/15～翌年3/14までとしていた期間を、近年の降雪状況を鑑み、12/5～翌年3/4までに変更
　・３月上旬まで降雪が見込まれたため、3/14まで期間を延長
○魚津市消雪施設維持管理補助金交付要綱の制定に伴う補助金申請
　・申請書の内容の見直し、道路占用許可申請書（写し）添付の義務付け
○魚津市ＮＰＯ等除排雪活動推進モデル事業
　・高齢者世帯等の屋根雪下ろしを行っている新川森林組合が購入した小型除雪機費用の2/3を補助

0.0% 23,100,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 293,141,636 216,279,123 179,089,000 147,273,239 -31.9% 155,331,000

人
件
費

0.0% 11

②年間所要時間 5,500 5,500 5,500 5,500 0.0% 5,500

11 11

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 23,100,000 23,100,000 23,100,000 23,100,000

①事務事業に携わる正規職員数 11 11

87,825,000
収入合計 270,041,636 193,179,123 155,989,000 -35.7% 132,231,000
⑤一般財源

0
101,000114,486 -8.8%

-39.2%
④その他（使用料、雑入等） 101,000 125,523 101,000

261,507,636 177,824,269 135,255,000

10.8% 44,305,000
②県支出金 1,033,000 990,000 1,033,000 173,000 -82.5% 0財

源
内
訳

①国庫支出金 7,400,000 19,600,000 15,776,179

③地方債

108,109,574
124,173,239

支出合計（Ａ） 270,041,636 193,179,123 155,989,000
⑤その他 23,526,440 23,697,60047,817,010

14,239,331

④負担金補助及び交付金 3,314,000 2,961,668 3,519,400
7,664,722
3,179,755

214,390,626

-35.7%
20,416,940 -13.2%

7.4%

124,173,239 132,231,000

256.6% 1,500,000

決算増減率 当初予算額

84,860,000

24,481,000
3,290,000

予算現額 決算額 予算現額
21,100,000

③工事請負費 3,500,000 2,149,350 7,700,380

①需用費 1,020,000
決算額

75,075,244 -46.5%99,971,620
-26.7%17,836,578 18,100,000

26年度25年度

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

24,337,317
②委託料 140,204,348

成
果
指
標

除雪路線延長 244 244
地域の消雪施設を管理している地区数 34

1,750,000

100.0% 250
97.1% 35

94.2%消雪施設維持管理費事業補助金 1,700,000

33 34

100.0%

1,601,400

33
248 248

1,641,100

50
除排雪業務委託料（機械管理費含む） 213,260,000 133,635,984 99,420,000 65,385,944 65.8% 77,790,000

50 50

1,700,000

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

除排雪業務を委託している業者数 51 51
計画 実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

降雪時に迅速かつ的確に除排雪を行い、生活道路の安全を確保する。

25年度 26年度
計画 実績

諸支出金

市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要 降雪に対する生活道路の安全確保、快適な暮らしやすい街づくりのための除雪計画立案・実施

対　   　象 市道（除雪路線）

手       段
（活動指標）

降雪時において除排雪を適切に実施する。

0765-23-1028

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 災害応急措置費

予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款

事  業  区　分

項 災害応急措置費

土木災害応急措置事業 係　   　名 業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

建設課

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化

開始年度 終了年度

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保

事  業  期　間

自治事務

当面継続

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 土木災害応急措置事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 回
③
① ％
② ％
③ ％

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

片貝川、布施川、鴨川の整備促進は、市民の生命と財産を守る安
全・安心な暮らしの確保につながる重要な取り組みであり、今後
も他の関係自治体と共に要望活動を継続していく必要がある。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ

Ａ

効  率  性 Ａ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である

○通常総会
　　第31回片貝川・布施川河川総合整備促進期成同盟会総会（平成25年７月８日）
○要望活動
　　国土交通省、北陸地方整備局、富山県知事へ要望

0.0% 840,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 840,000 840,000 840,000 840,000 0.0% 840,000

人
件
費

0.0% 1

②年間所要時間 200 200 200 200 0.0% 200

1 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 840,000 840,000 840,000 840,000

①事務事業に携わる正規職員数 1 1
収入合計 0 0 0 0
⑤一般財源
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

0

支出合計（Ａ） 0 0 0
⑤その他
④負担金補助及び交付金

0 0

決算増減率 当初予算額予算現額 決算額 予算現額

③工事請負費

①需用費
決算額

28130.0%

26年度25年度

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

②委託料

成
果
指
標

片貝川上流工区進捗率 48 58

鴨川工区進捗率 17 15
布施川上流工区進捗率 68

117.1% 80
100.0% 72

26
68 70

100.0%

70
20

65 76

4
幹事会及び総会の実施回数 2 2 2 2 100.0% 2

4 4
３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

要望活動の実施回数 4 4
計画 実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

片貝川・布施川の整備及び鴨川改修・放水路の整備が促進される。

25年度 26年度
計画 実績

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
片貝川・布施川河川総合整備促進期成同盟会及び鴨川治水促進期成同盟会の事務局として会議の開催、関係機関への
要望及び関係資料の作成。

対　   　象 片貝川、布施川、鴨川

手       段
（活動指標）

①幹事会及び総会の開催、②関係機関への要望活動、③関係資料の作成

0765-23-1028

施  策  名 11　災害に強いまちの形成 目

予
算
科
目

会　   　計 予算なし

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款

事  業  区　分

項

なし 係　   　名 業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

建設課

基本事業名 11-１　浸水対策の強化

開始年度 昭和58年度 終了年度

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保

事  業  期　間

自治事務

当面継続

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 河川関係同盟会事務局事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 団体
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

東日本大震災での津波による大惨事を教訓に水防法が改正され、
水防計画に津波対策を盛り込むこととなったが、関連する魚津市
地域防災計画等と整合性のある内容とする必要がある。

評
価
結
果

不要

26年度
当初予算額

0

1

1,680,000

400

26年度

100

計画
1

25年度

0

予算現額 決算額 決算増減率

100 100.0%100 100

11-１　浸水対策の強化

水防計画の周知回数

市民協働の状況

実績
1

計画指　標　名

24年度
決算額予算現額

活
動
指
標

100

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

１ 高い
１ なし

１ 高い
１ 適正である

Ａ有  効  性

Ａ
１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

　

1

400

1,680,000

1

1,680,000

２ 普通
２ 検討の余地あり

0.0%

実施主体の適正化
負担割合の適正化

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度
コスト効率

0.0%

○水防計画の見直し
　・富山県東部消防組合の設立に伴い所要な改正
　・水防倉庫配備資器材数量の修正

１ 適正である

①事務事業に携わる正規職員数

1,680,0001,680,000

1,680,000

400

1,680,000

1

1,680,000

400

1

①国庫支出金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

0

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち

６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保

11　災害に強いまちの形成

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ） 0

1,680,000

400

1,680,000

0 0

成
果
指
標

支
出
内
訳

連絡体制が整備されている水防関係団体の割合

③工事請負費

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市内における水防事務の調整及びその円滑な実施のために必要となる事項を規定した水防計画を策定する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

被害発生時に迅速かつ的確に対応を行う。

水防計画の見直しを行い、関係団体に配布・周知を行った。

水防関係団体（県、土木センター、警察署、消防署）

手       段
（活動指標）

協働になじまない

予算なし

計画
1

単位 24年度
実績

1

0 0

３
指
標

25年度

1

0.0%

0

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

施  策  名

当面継続

建設課水防計画策定事業

なし

自治事務

業務係

0765-23-1028

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

ソフト事業

終了年度昭和63年度開始年度

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

効  率  性 Ａ

２ 検討の余地あり

0.0%

達成率
100.0%

0

係　   　名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 低い・未実施
３ あり
３ 低い
３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性
対象の妥当性

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり

２ 検討の余地あり

２ 目標どおり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 回
③
① 箇所
② 本
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 業務係

担
当
部
署

課       名 建設課

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1028

予算なし

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路関係同盟会事務局事務

事  業  期　間 開始年度 当面継続

協働になじまない市民協働の状況

款

項

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち

16-１　幹線道路の整備

平成5年度 終了年度

７　魅力ある都市基盤の充実

16　快適な道路機能の強化

２
事
業
概
要

事 業 概 要
東部山麓道路建設促進期成同盟会及び片貝川長大橋建設促進協議会の事務局として会議の開催、関係機関への要望及
び関係資料の作成。

対　   　象 東部山麓道路、片貝川長大橋

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

施  策  名 目

基本事業名

予
算
科
目

会　   　計

25年度 26年度

３
指
標

手       段
（活動指標）

①幹事会及び総会の開催、②関係機関への要望活動の実施、③関係資料の作成

意       図
（成果指標）

東部山麓道路、片貝川長大橋が整備される。

幹事会及び総会の開催回数 2 2

計画 実績
4

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

要望活動の実施回数 4 4
達成率計画 実績
100.0%

2
4
2

計画
4

2 100.0%

成
果
指
標

東部山麓道路の整備済工区箇所 5 5 5 5 100.0% 5
整備済の片貝川長大橋数 0 0 1 1 100.0% 2

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

予算現額

支
出
内
訳

予算現額

④負担金補助及び交付金

当初予算額
25年度

決算額 決算額 決算増減率

26年度

②委託料
①需用費

③工事請負費

00 0支出合計（Ａ） 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金
②県支出金
③地方債
④その他（使用料、雑入等）

0 0

25.0%

500 500

2,100,000 2,100,000③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ）

1,680,000

②年間所要時間

25.0%

400 400 25.0%

1,680,000

⑤一般財源

1 0.0%11
収入合計 0 0 0

1①事務事業に携わる正規職員数

2,100,000 2,100,000

1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 1,680,000

1人
件
費

500

２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ 妥当でない

○通常総会
　　第13回片貝川長大橋建設促進協議会（平成25年７月８日）
　　第21回東部山麓道路建設促進同盟会総会（平成25年７月12日）
○要望活動
　　国土交通省、北陸地方整備局、富山県知事へ要望
○片貝清流橋開通式（平成25年11月19日）

2,100,000

2,100,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価

Ａ
２ 検討の余地あり

３ 妥当でない
１ 妥当である

Ｈ25評価

妥　当　性 目的の妥当性
対象の妥当性

自治体関与の妥当性 １ 妥当である
１ 妥当である ２ 検討の余地あり

１ 高い ２ 目標どおり
有  効  性 Ａ

目標達成度

上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通
１ 高い

３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり

３ 適正でない
３ 低い２ 普通

効  率  性 Ａ
コスト効率

負担割合の適正化
実施主体の適正化

２ 改善の余地あり ３ 適正でない１ 適正である
１ 適正である ２ 改善の余地あり

不要

３ 低い・未実施

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

広域的な幹線道路である東部山麓道路及び片貝川長大橋の整備促
進は、快適な道路機能の強化につながる重要な取り組みであり、
今後も他の関係自治体と共に要望活動を継続していく必要があ
る。

評
価
結
果

Ａ 計画どおり事業を実施することが適
当

１次評価
（課長総括）

２次評価 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 路線
② 件
③ 件
① ％
② ％
③ ％

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　引き続き手続きの定型化による効率的な事務事業の執行に努め
ること。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

１次評価
（課長総括） Ｂ 管理運営の進め方・内容について改

善の余地あり
２次評価 不要 　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ

Ｂ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である

市道認定事務などの作業の定型化に努めた。
また、道路台帳管理システムの導入によって、議案に添付する図面の作成を容易にした。

100.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 420,000 420,000 420,000 840,000 100.0% 420,000

人
件
費

-50.0% 3

②年間所要時間 100 100 100 200 100.0% 100

3 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000 420,000 420,000 840,000

①事務事業に携わる正規職員数 2 2
収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

④負担金補助及び交付金

0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

00

②委託料

支出合計（Ａ） 0 0

決算増減率 当初予算額

3

予算現額決算額

35

26年度
決算額

25年度

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費
予算現額

③工事請負費

40

125.0% 0
141.1% 3
141.1%

5

140.0%
成
果
指
標

認定・廃止路線の全市道に対する割合 0 0

供用開始公示件数の全市道に対する割合 3 3

0 1
区域決定公示件数の全市道に対する割合 3 3 3

120.0%

供用開始公示件数 40 41 40

5
区域決定・変更公示件数 40 41 40 56 140.0% 40

5 6

56

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

認定・廃止路線数 5 0
計画 実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

道路について市道の認定や変更、廃止を行うことで市有財産の区分を明確にし、適切な管理を行うことができる。

25年度 26年度
計画 実績

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市が新設した道路や開発行為で作られた道路を市道として認定を行う事業。

対　   　象 道路法によらない道路・道路法による道路

手       段
（活動指標）

①道路法の規定に基づき市道路線の認定、変更議案を議会へ提出する。②議決があった場合は路線認定などの告示する。③道路
法に基づき道路の区域の決定や変更、供用の開始の公示を行う。④寄付・帰属・開発行為による引継ぎ作業。

0765-23-1028

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目

予
算
科
目

会　   　計 予算なし

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款

事  業  区　分

項

なし 係　   　名 業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

建設課

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化

開始年度 昭和27年度 終了年度

７　魅力ある都市基盤の充実

事  業  期　間

自治事務

当面継続

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道認定事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③ 千円
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　申請を受けての事務であり一律に事務量を削減することは出来
ないが、占用物件データの電子化等による占用更新事務の効率化
に努めること。また、適切な占用料、減免のあり方についても引
続き調査・検討を行うこと。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

１次評価
（課長総括） Ｂ 管理運営の進め方・内容について改

善の余地あり
２次評価 不要 　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ

Ｂ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である

　道路法による申請に対して許可書を433件発行した。
　占用申請、道路法24条などのデータ管理をエクセルで行っていたが、運用面で不安を抱えていたが、平成25年11月に専用のデータ
ベースを導入して安定で正確な管理体制を構築した。

-15.2% 5,250,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 5,250,000 5,250,000 5,250,000 4,452,000 -15.2% 5,250,000

人
件
費

-75.0% 12

②年間所要時間 1,250 1,250 1,250 1,060 -15.2% 1,250

12 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,250,000 5,250,000 5,250,000 4,452,000

①事務事業に携わる正規職員数 12 12
収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

④負担金補助及び交付金

0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

00

②委託料

支出合計（Ａ） 0 0

決算増減率 当初予算額予算現額決算額
26年度

決算額
25年度

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費
予算現額

③工事請負費

15,000

100.0% 100
100.0% 100100

103.1%
成
果
指
標

（許可件数＋不許可件数）／申請件数 100 100 100 100
占用料収納率 100 100 100

134.9%

占用料収納額 15,000 15,109 15,000

321
不許可件数 0

321 433

15,472

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

許可件数 321 426
計画 実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

　申請書により道路内の構造物を把握することで、適正な道路管理を行うことができる。また、道路管理者が、市道で行ってい
る管理者以外の工事を適切に管理することで、道路構造物に由来する交通の危険を未然に防止することができる。

25年度 26年度
計画 実績

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　道路法、魚津市道路占用規則に基づき、申請書類を審査し、許可書を発行する。加えて、道路占用では、道路での
工作物や施設（上下水道管などの公共埋設物、電柱・電線などの電気施設、ガス管）の占用について、魚津市道路占
用料条例に基づき、許可書を発行した者に対して占用料の賦課や徴収、減免を行う。

対　   　象 ①市道、道路占用申請、道路占用料②市道、道路法第24条申請③市道、通行制限申請④市道、許可申請

手       段
（活動指標）

①申請書の受け付け、現地確認、警察との協議、許可書の発行、占用料の賦課・徴収・減免②協議書などの受付け、現地確認、
回答書などの発行③申請書の受け付け、現地確認、消防署等への通知、市ホームページ上での周知

0765-23-1028

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目

予
算
科
目

会　   　計 予算なし

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款

事  業  区　分

項

なし 係　   　名 業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

建設課

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化

開始年度 昭和27年度頃 終了年度

７　魅力ある都市基盤の充実

事  業  期　間

自治事務

当面継続

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路法に関する事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　河川管理条例制定の必要性について継続して調査を行い、課内
で結論を得た段階で二次評価を実施し条例化を検討する。

評
価
結
果

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

負担割合の適正化

１次評価
（課長総括） Ｂ 管理運営の進め方・内容について改

善の余地あり
２次評価 不要 　

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

自治体関与の妥当性

対象の妥当性

評価項目

３ 妥当でない
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり
２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性

妥　当　性 Ａ

Ｂ

効  率  性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である

　河川法による許可件数　２件
　占用料の徴収について、他市の動向を踏まえて、魚津市準用河川流水占用料等条例を制定した。

900.0% 84,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 84,000 84,000 84,000 840,000 900.0% 84,000

人
件
費

200.0% 1

②年間所要時間 20 20 20 200 900.0% 20

1 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 84,000 84,000 84,000 840,000

①事務事業に携わる正規職員数 1 1
収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金

④負担金補助及び交付金

0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

00

②委託料

支出合計（Ａ） 0 0

決算増減率 当初予算額予算現額決算額
26年度

決算額
25年度

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費
予算現額

③工事請負費

102.0% 105成
果
指
標

（占用許可件数＋占用不許可件数）／占用申請件数 100 0 100 102

66.7% 3
占用不許可件数 0 0 0 0 0

3 2
３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

占用許可件数 3 0
計画 実績 達成率 計画

意       図
（成果指標）

申請書により河川敷地内の構造物を適切に把握することで、適正な河川管理に役立つ。

25年度 26年度
計画 実績

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 準用河川について、占用申請があった者に対し、調査の上許可書を発行する。

対　   　象 準用河川、占用申請

手       段
（活動指標）

①申請書の受付②現地確認③許可書の発行

0765-23-1028

施  策  名 15　良好な都市の形成 目

予
算
科
目

会　   　計 予算なし

基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款

事  業  区　分

項

なし 係　   　名 業務係

担
当
部
署

課       名

電 話 番 号

建設課

基本事業名 15-１　計画的な都市環境づくりの推進

開始年度 平成元年度以前 終了年度

７　魅力ある都市基盤の充実

事  業  期　間

自治事務

当面継続

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 河川占用に関する事務

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

予 算 事 業 名



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① ｋ㎡
② ｋ㎡
③ 筆
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 地籍調査事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成21年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 地籍調査事業 係　   　名 用地開発係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1089

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８．土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 １．土木管理費

施  策  名 15　良好な都市の形成 目 １．土木総務費

基本事業名 15-１　計画的な都市環境づくりの推進 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
国土調査法に基づき、１筆ごとの土地について、所有者の立会いの下、①所有者、②地番、③地目、④境界を確認
し、現代の正確な測量技術で⑤面積を測定し、その結果を登記簿、公図に反映させるもの。

対　   　象 魚津市の土地の登記

手       段
（活動指標）

土地の境界立会い、地図の閲覧業務及び地籍調査業務の啓発活動

意       図
（成果指標）

調査により、土地の登記を正確なものに修正し、市民の財産を適正に保護する。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

上口地区地籍調査対象面積 0.09 0.07 0.09 0.09

筆界立会件数 327 327 50

100.0% 0.00
本町地区地籍調査対象面積 0 0 0.01 0.01 100.0% 0

57 114.0% 10
成
果
指
標

上口地区地籍調査実施済面積 78.00 78.00 100.00 100.00 100.0% 100.00
本町地区地籍調査実施済面積 0 0 0.01 0.01 100.0% 0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 190,287 190,287 15,230 15,230 -92.0% 80,000
②委託料 2,094,750 2,094,750 2,115,700 2,115,700 1.0% 114,000

-3.2% 25,000
③工事請負費

151,940 70,000 70,000 -53.9%
④負担金補助及び交付金 32,000 31,000 30,000 30,000

88,000
支出合計（Ａ） 2,498,000 2,467,977 2,230,930 2,230,930 -9.6% 307,000
⑤その他 180,963

財
源
内
訳

①国庫支出金 1,200,000 1,200,000 1,040,000 1,040,000

③地方債

-13.3%
②県支出金 600,000 600,000 520,000 520,000 -13.3%

④その他（使用料、雑入等）
667,977 670,930 670,930 0.4% 307,000

収入合計 2,498,000 2,467,977 2,230,930 2,230,930 -9.6% 307,000
⑤一般財源 698,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 4,368,000

0.0% 3

②年間所要時間 1,040 1,040 1,040 1,040 0.0% 1,040

4,368,000 4,368,000 4,368,000 0.0% 4,368,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 6,866,000 6,835,977 6,598,930 6,598,930 -3.5% 4,675,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

・取組み：上口Ⅲ地区の成果の閲覧、本町火災地区の境界立会及び大町地区地籍調査業務の啓発活動
・改善：再立会要望が出た場合は、当該年度中に対応するようにした。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

更に事業を推進していくために、本町地区の大規模火災区域の地
籍調査事業の取組をきっかけとして、大町地区住民に対して地籍
調査事業の啓発に取り組む必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① ㎞
② ㎞
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 国道8号バイパス対策事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和56年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 4.国道8号バイパス対策室費 係　   　名 用地開発係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1089

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 土木管理費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 土木総務費

基本事業名 16-１　幹線道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

朝日滑川間国道・バイパス建設促進期成同盟会の事務局として、会議の開催、関係機関への要望及び関係資料の作
成。
国土交通省が事業主体である入善黒部バイパス及び魚津滑川バイパス築造事業において、地元自治体としてバイパス
の建設がスムーズに行われるように地元住民との連絡調整等を行う。

対　   　象 国道8号バイパス、地元住民

手       段
（活動指標）

幹事会及び総会の開催
関係機関への要望の実施

意       図
（成果指標）

国道8号魚津滑川バイパス、入善黒部バイパスの建設を促進させる。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

要望の実施回数 2 2 2 2 100.0% 2

成
果
指
標

魚津滑川バイパス４車線供用延長 7.40 1.60 7.40 3.70 50.0% 7.4
入善黒部バイパス暫定供用延長 16.1 8.8 16.1 16.1 100.0% 16.1

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 110,000 102,847 110,000 99,838 -2.9% 110,000
②委託料

0.0% 200,000
③工事請負費

100,080 125,000 102,280 2.2%
④負担金補助及び交付金 200,000 200,000 200,000 200,000

128,000
支出合計（Ａ） 440,000 402,927 435,000 402,118 -0.2% 438,000
⑤その他 130,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
402,927 435,000 402,118 -0.2% 438,000

収入合計 440,000 402,927 435,000 402,118 -0.2% 438,000
⑤一般財源 440,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,040,000

0.0% 3

②年間所要時間 1,200 1,200 1,200 1,200 0.0% 1,200

5,040,000 5,040,000 5,040,000 0.0% 5,040,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 5,480,000 5,442,927 5,475,000 5,442,118 0.0% 5,478,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

幹事会及び総会を開催した。
同盟会会員による要望活動、県議による要望活動を行った。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

魚津市を横断する主要幹線道路であるため、今後も引き続き国へ
要望活動を続けていく。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② ㎡
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

施設管理

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道等用地借上事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成元年以前 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 1.道路維持一般管理費 係　   　名 用地開発係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1089

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路維持費

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市道借上地について、毎年度算定基準により借上料の支払いを行う。
市道内にある借上げ道路敷地を買収する。
借上地の境界等を特定させ、より正確な算定根拠による支払いを目指す。

対　   　象 地権者、市道借上地

手       段
（活動指標）

適正な借上料の算定と支払いを行う。借上地の買収を行う。

意       図
（成果指標）

借上地を正確に把握し、適正な借上料を支払う。借上地を買収し、減少させる。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

借上料支払件数 87 89 87 89 102.3% 87
借上地買収面積 200 0 200 178 89.0% 200

成
果
指
標

借上地買収総面積／H12借上地総面積 18.00 17.00 19.00 17.00 89.5% 20

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料
③工事請負費

406,526 407,000 406,526 0.0%
④負担金補助及び交付金

407,000
支出合計（Ａ） 407,000 406,526 407,000 406,526 0.0% 407,000
⑤その他 407,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
406,526 407,000 406,526 0.0% 407,000

収入合計 407,000 406,526 407,000 406,526 0.0% 407,000
⑤一般財源 407,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 420,000

0.0% 2

②年間所要時間 100 100 100 100 0.0% 100

420,000 420,000 420,000 0.0% 420,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 827,000 826,526 827,000 826,526 0.0% 827,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

借上料の支払いを行った。178㎡の借上地の寄付を受けた。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

借地状態となっている個人名義の権利を取得し、公道としての永
続性を担保するために、今後も継続して借上げ状態の解消に努め
ていく。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 件
③ 件
① 件
② 件
③ 件

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 法定外公共物管理事務 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成13年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 5.法定外公共物管理事務 係　   　名 用地開発係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1089

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８．土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 １．土木管理費

施  策  名 15　良好な都市の形成 目 １．土木総務費

基本事業名 15-１　計画的な都市環境づくりの推進 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
国が管理していた法定外公共物（里道・水路）のうち、現に機能がある法定外公共物について、市が譲与を受け財産
管理・機能管理を行う。

対　   　象 国から譲与を受けた法定外公共物（里道・水路）

手       段
（活動指標）

法定外公共物の境界立会、用途廃止申請、追加譲与申請、使用許可申請及びその他相談に対する窓口業務

意       図
（成果指標）

対象物の境界確認作業により、民地と公共用地との境界を確定することができ、法定外公共物が適正に管理される。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

境界立会願い件数 70 52 70 77

法定外公共物用途廃止申請 13 2 10

110.0% 70
法定外公共物追加譲与申請数 5 2 5 8 160.0% 5

5 50.0% 10
成
果
指
標

境界立会承諾数 70.00 52.00 70.00 77.00 110.0% 70
法定外公共物追加譲与許可数 5 2 5 8 160.0% 5
法定外公共物用途廃止数 13 7 10 5 50.0% 10

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 57,000 29,505 30,020 29,148 -1.2% 200,000
②委託料 405,000 348,600 644,050 441,000 26.5% 800,000
③工事請負費

201,600 202,000 201,600 0.0%
④負担金補助及び交付金

600,000
支出合計（Ａ） 666,000 579,705 876,070 671,748 15.9% 1,600,000
⑤その他 204,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 40,000 568,045 65,000 298,244 -47.5% 65,000
11,660 811,070 373,504 3103.3% 1,535,000

収入合計 666,000 579,705 876,070 671,748 15.9% 1,600,000
⑤一般財源 626,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 2,940,000

0.0% 3

②年間所要時間 700 700 700 700 0.0% 700

2,940,000 2,940,000 2,940,000 0.0% 2,940,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 3,606,000 3,519,705 3,816,070 3,611,748 2.6% 4,540,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

・取組み：法定外公共物の境界立会、用途廃止申請、追加譲与申請、使用許可申請及びその他相談に対する窓口業務。
・改善：追加譲与申請業務についてのシステム委託の割合を減らした。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

条例等に基づき、法定外公共物の財産・機能管理が適正に行われ
るようにする。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 区画
② 回
③
① 区画
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 とみ里団地等分譲事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成23年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 8.とみ里団地等分譲事業 係　   　名 用地開発係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1089

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８．土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 １．土木管理費

施  策  名 15　良好な都市の形成 目 １．土木総務費

基本事業名 15-１　計画的な都市環境づくりの推進 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
宅地を分譲することにより、魚津市に市民がより多く定住してもらうようにする。また、魚津市が所有する土地の売
却業務。

対　   　象 市内外の者

手       段
（活動指標）

チラシ配布、現地分譲説明会等

意       図
（成果指標）

分譲地等に家を建築し、魚津市に定住するようになる。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

とみ里団地販売区画数 4 4 5 13 260.0% 4
とみ里団地現地説明会開催数 2 2 2 1 50.0% 0

成
果
指
標

とみ里団地延べ販売区画数 55.00 55.00 60.00 68.00 113.3% 72
とみ里団地販売進捗率 76.3 76.3 83.3 94.4 113.3% 100.0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 550,000 535,670 513,871 408,004 -23.8% 445,000
②委託料 288,000 202,500 201,000 157,500 -22.2% 101,000
③工事請負費

157,411 248,129 248,129 57.6%
④負担金補助及び交付金

140,000
支出合計（Ａ） 1,048,000 895,581 963,000 813,633 -9.2% 686,000
⑤その他 210,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
895,581 963,000 813,633 -9.2% 686,000

収入合計 1,048,000 895,581 963,000 813,633 -9.2% 686,000
⑤一般財源 1,048,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 4,620,000

0.0% 3

②年間所要時間 1,100 1,100 1,100 1,100 0.0% 1,100

4,620,000 4,620,000 4,620,000 0.0% 4,620,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 5,668,000 5,515,581 5,583,000 5,433,633 -1.5% 5,306,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

とみ里団地の分譲を行うと共に、折り込みチラシやホームページの内容を見直し販売促進に努めた。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ｃ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

残り少なくなった区画の完売に向けて、折り込みチラシやホーム
ページの内容を更に見直し、販売の促進を図る。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① ㎡
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 土地取引等調査開発事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和60年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 6.土地取引等調査開発業務 係　   　名 用地開発係

事  業  区　分 法定受託事務 電 話 番 号 0765-23-1089

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８．土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 １．土木監理費

施  策  名 15　良好な都市の形成 目 １．土木総務費

基本事業名 15-１　計画的な都市環境づくりの推進 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
国土利用計画法では、国土の乱開発や無秩序な土地利用を防止すために、一定面積以上の大規模な土地の取引をした
ときは、県に市を通してその利用目的を届け出て審査を受けます。

対　   　象 土地の権利取得者(都市計画区域内：5,000㎡以上、区域以外：10,000㎡以上)

手       段
（活動指標）

土地取引の届出を、市の意見を付して件に進達する。

意       図
（成果指標）

権利取得者が、国土の乱開発や無秩序な土地利用を行わなくなる。
取引された土地が適正にりようされる。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

県への送付件数 2 1 2 0 0.0% 2

成
果
指
標

適正に利用される土地 20,000.00 71,871.00 20,000.00 0.00 0.0% 20,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 68,000 64,165 61,000 55,088 -14.1% 63,000
②委託料
③工事請負費
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 68,000 64,165 61,000 55,088 -14.1% 63,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金 68,000 61,000 61,000 55,088 -9.7% 63,000

④その他（使用料、雑入等）
3,165 -100.0%

収入合計 68,000 64,165 61,000 55,088 -14.1% 63,000
⑤一般財源

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 21,000

0.0% 1

②年間所要時間 5 5 5 5 0.0% 5

21,000 21,000 21,000 0.0% 21,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 89,000 85,165 82,000 76,088 -10.7% 84,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

土地取引の届出を、市の意見を付して県に進達する。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

法令で規定された事務であり、引き続き取り組んでいく。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 公共施設敷地造成事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成23年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 なし 係　   　名 用地開発係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1089

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 予算なし

総
合
計
画

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款

政  策  名 ９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

施  策  名 26　豊かな長寿社会の実現 目

基本事業名 26-２　高齢者の生活支援サービス充実 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 保健・医療・介護予防拠点施設建設に伴う事業用地の取得及び道路等の公共施設の整備事業

対　   　象 土地所有者及び地元役員、公共施設建設予定地

手       段
（活動指標）

土地所有者との用地交渉

意       図
（成果指標）

周辺の市道整備等を行い、公共施設として幅広く利用されている。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

地権者との用地交渉 30 25 30 25 83.3% 10

成
果
指
標

用地取得率 0.00 0.00 100.00 94.50 94.5% 100
工事進捗率 0 0 100.00 83.00 83.0% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料
③工事請負費
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 0 0 0 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）

収入合計 0 0 0 0 0
⑤一般財源

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 630,000

0.0% 2

②年間所要時間 150 150 150 150 0.0% 150

630,000 630,000 630,000 0.0% 630,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 630,000 630,000 630,000 630,000 0.0% 630,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

事業用地の用地取得及び物件移転補償に伴う用地交渉を行った。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

引続き事業に対する理解を得るため交渉を継続し、用地の取得を
目指す。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 橋梁改修事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成28年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保 項 道路橋りょう費

施  策  名 11　災害に強いまちの形成 目 道路改良費

基本事業名 11-３　耐震化の推進 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

　全国的に橋梁の老朽化が問題となっている。魚津市においても建設後25年以上経過した老朽化橋梁が増えつつあ
り、今後損傷が顕著になる恐れがある。魚津市では5ｍ以上の橋梁111橋について平成24年度に長寿命化修繕計画を策
定し、管理橋梁の長寿命化によるコストの縮減と平準化に努めることとしている。計画に基づき優先度の高いものか
ら順次補修を行っていくことにより、通行者等の安全を図りたい。

対　   　象 市が管理する市道橋においての道路利用者。

手       段
（活動指標）

詳細調査及び橋梁補修設計を実施し、補修工法を検討して補修工事を実施する。

意       図
（成果指標）

道路利用者及び第三者被害の防止。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 26,915,000 12,915,000 48.0% 62,005,000

成
果
指
標

事業進捗率（累計） 25 11 44.0% 50

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料 12,915,000 12,915,000 36,000,000
③工事請負費 14,000,000 0 26,005,000
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 0 0 26,915,000 12,915,000 62,005,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金 14,803,250 7,103,250

③地方債 10,900,000

16,500,000
②県支出金

12,150,000
④その他（使用料、雑入等） 571,750

1,211,750 0

5,240,000

1,350,000
収入合計 0 0 26,915,000 12,915,000 30,000,000
⑤一般財源

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

3

②年間所要時間 760 760 760

0 3,192,000 3,192,000 3,192,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 30,107,000 16,107,000 65,197,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

詳細調査及び橋梁補修設計を実施した。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

計画に基づき優先度の高いものから順次補修を行っていく。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路防災点検(のり面)事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　平成８年度に実施した道路防災点検の調査箇所の再調査ならびに平成８年度点検以降に道路災害の発生した箇所及
び災害の兆候が認められる箇所の点検及び調査を実施するものである。

対　   　象 市が管理する市道においての道路利用者。

手       段
（活動指標）

点検対象項目に従って点検箇所の安定度調査を実施し、対策工の提案ならびに防災カルテの作成。

意       図
（成果指標）

道路利用者及び第三者被害の防止。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 3,942,000 0 0.0% 3,942,000

成
果
指
標

事業進捗率（累計） 100 0 0.0% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料 3,942,000 0
③工事請負費
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 0 0 3,942,000 0 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金 2,168,100 0

③地方債 1,590,000
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
183,900 0

0

収入合計 0 0 3,942,000 0 0
⑤一般財源

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

3

②年間所要時間 160 160 160

0 672,000 672,000 672,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 4,614,000 672,000 672,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

Ｈ26年3月補正により事業採択され、Ｈ26年度に実施する。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

Ｈ26年3月補正により事業採択され、Ｈ26年度に実施する。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 路面陥没危険箇所調査事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成25年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　道路の路面下の空洞に起因した陥没による第三者被害を防止する観点から、路面下に発生した空洞を発見し、陥没
の予防措置を講じる。

対　   　象 市が管理する市道においての道路利用者。

手       段
（活動指標）

測定車による調査に加え、過去に陥没や空洞が発生した箇所と同様の条件の路線や地下埋設物が存在する路線を対象
に調査する。

意       図
（成果指標）

道路利用者及び第三者被害の防止。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 5,000,000

成
果
指
標

事業進捗率（累計） 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料 5,000,000
③工事請負費
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 0 0 0 0 5,000,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

2,750,000
②県支出金

2,020,000
④その他（使用料、雑入等）

230,000
収入合計 0 0 0 0 5,000,000
⑤一般財源

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

3

②年間所要時間 160 160 160

0 672,000 672,000 672,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 672,000 672,000 5,672,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

Ｈ26年3月補正により事業採択され、Ｈ26年度に実施する。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

Ｈ26年3月補正により事業採択され、Ｈ26年度に実施する。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道仏田３号線道路改良事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成23年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成25年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-２　生活道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

　市道仏田３号線は、県道沓掛魚津線と市道岡経田立石線を結ぶ路線であり、沿線住民の生活道路として利用されて
いるが、現況路線が８号バイパスの新設工事に伴い道路が分断されてしまう。そのため、現在８号バイパスの工事用
道路を利用して道路整備、交通の維持を行いたい。また沿線には新興住宅があり、安全な交通空間の確保並びに県道
沓掛魚津線と市道岡経田立石線のアクセスの向上を図るものである。

対　   　象 市道仏田３号線の利用者

手       段
（活動指標）

工事施工、用地買収、地権者との交渉

意       図
（成果指標）

生活道路を整備する。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 21,266,932 14,545,038 61,336,538 26,336,538 100.0%

成
果
指
標

事業進捗率（累計） 55 55 100 100 100.0%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 12,000 12,000 -100.0%
②委託料 2,334,150 2,334,150 -100.0%
③工事請負費 31,791,500 11,791,500

12,198,888 15,000,000 -100.0%
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 21,266,932 14,545,038 46,791,500 11,791,500 -18.9% 0
⑤その他 18,920,782

財
源
内
訳

①国庫支出金 11,690,212 7,993,170 27,538,283 8,288,283

③地方債 8,600,000 5,880,000 17,270,000

3.7%
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
671,868 1,983,217 403,217 -40.0%

3,100,000 -47.3%

収入合計 21,266,932 14,545,038 46,791,500 11,791,500 -18.9% 0
⑤一般財源 976,720

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 6 6 4 4

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,040,000

-33.3%

②年間所要時間 1,200 1,200 740 740 -38.3%

5,040,000 3,108,000 3,108,000 -38.3% 0

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 26,306,932 19,585,038 49,899,500 14,899,500 -23.9% 0

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

国道８号入善黒部バイパス工事と工程調整を密に行い、計画どおり工事を実施した。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

今後、国道８号入善黒部バイパスより海側の未改良区間の事業化
の検討が必要である。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道黒谷東蔵線道路改良事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成22年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-１　幹線道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　市道黒谷東蔵線は、歩道の無い県道三箇吉島線のバイパス機能を持つ路線で、片貝川河川堤防工事と併せて河川管
理道路兼用の市道を整備し、効率的かつ安全な交通空間の確保を図る。

対　   　象 市道黒谷東蔵線の利用者

手       段
（活動指標）

県施工分の事業費負担、用地買収、地権者との交渉

意       図
（成果指標）

未改良区間を改良することで、県道三ヶ吉島線のバイパスルートとしての機能を持たせ高齢者や子供等、交通弱者の
安全と通行の円滑化を図る。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 123,878,845 121,134,696 164,396,845 140,526,696 85.5% 185,522,845

成
果
指
標

事業進捗率（累計） 74 74 100 86 85.5% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料

-50.1% 21,126,000
③工事請負費

14,712,901 0 -100.0%
④負担金補助及び交付金 40,200,000 38,835,000 40,518,000 19,392,000

支出合計（Ａ） 54,912,901 53,547,901 40,518,000 19,392,000 -63.8% 21,126,000
⑤その他 14,712,901

財
源
内
訳

①国庫支出金 30,202,095 29,440,450 22,284,900 10,665,600

③地方債 22,230,000 21,670,000 16,350,000

-63.8% 11,619,300
②県支出金

8,550,000
④その他（使用料、雑入等）

2,437,451 1,883,100 926,400 -62.0%

7,800,000 -64.0%

956,700
収入合計 54,912,901 53,547,901 40,518,000 19,392,000 -63.8% 21,126,000
⑤一般財源 2,480,806

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

0.0% 3

②年間所要時間 400 400 360 360 -10.0% 360

1,680,000 1,512,000 1,512,000 -10.0% 1,512,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 56,592,901 55,227,901 42,030,000 20,904,000 -62.1% 22,638,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

　片貝川の河川管理用道路としては幅員４ｍであるが、７ｍで整備し、市が拡幅分の事業費を負担し、工事は県で行った。市の要望
どおり実施されているか確認を行い、ガードレールについて、追加施工を要望した。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

事業完了後、道路は市に引き渡されるが、堤防兼用道路であるた
め、管理協定を結ぶ必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道魚津駅友道線他舗装修繕事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成28年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 　路面性状調査の結果に伴い舗装修繕箇所を抽出し、路面の維持管理のため舗装修繕工事を行う。

対　   　象 市が管理する市道においての道路利用者。

手       段
（活動指標）

舗装修繕工事。

意       図
（成果指標）

道路利用者及び第三者被害の防止。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 143,044,650 143,044,650 100.0% 82,431,000

成
果
指
標

事業進捗率（累計） 100 100 100.0% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料
③工事請負費 143,044,650 143,044,650 82,431,000
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 0 0 143,044,650 143,044,650 82,431,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金 78,674,557 78,674,557

③地方債 62,300,000

11,000,000
②県支出金

8,100,000
④その他（使用料、雑入等）

2,070,093 2,070,093

62,300,000

900,000
収入合計 0 0 143,044,650 143,044,650 20,000,000
⑤一般財源

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

3

②年間所要時間 600 600 600

0 2,520,000 2,520,000 2,520,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 145,564,650 145,564,650 84,951,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

舗装の老朽化を判断するため路面性状調査を実施し、老朽化した舗装を打ち換える工事を実施した。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

路面性状調査の結果に基づき、計画的に舗装修繕をする必要があ
る。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 路面性状調査事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　幹線道路を主として路面の状態を把握し、修繕の候補箇所を抽出すること、舗装に係る維持管理を効率的に行うた
めに必要な情報を得ることを目的に点検を実施。併せて第三者被害を防止する観点から、ポットホールへの穴埋め等
応急的な措置を行う。

対　   　象 市が管理する市道においての道路利用者。

手       段
（活動指標）

路面性状測定車等によるひび割れ、わだち掘れ、縦断凹凸を評価し、併せて路面状況について写真による記録を行
う。

意       図
（成果指標）

道路利用者及び第三者被害の防止。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 2,000,000 1,837,500 91.9% 4,000,000

成
果
指
標

事業進捗率（累計） 50 46 92.0% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料 2,000,000 1,837,500 2,000,000
③工事請負費
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 0 0 2,000,000 1,837,500 2,000,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

1,100,000
②県支出金

810,000
④その他（使用料、雑入等）

2,000,000 1,837,500 90,000
収入合計 0 0 2,000,000 1,837,500 2,000,000
⑤一般財源

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

3

②年間所要時間 340 340 340

0 1,428,000 1,428,000 1,428,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 3,428,000 3,265,500 3,428,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

市道住吉吉野線外64路線の路面性状測定車による路面性状調査を実施。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

今後も、定期的に路面性状調査を実施し、舗装の老朽化を把握す
る。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道吉島10号線道路改良事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成22年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成27年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８．土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 ２．道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 ４．道路改良費

基本事業名 16-１　幹線道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　市道吉島１０号線は国道８号と平面交差され、交通量の増加が見込まれることから、道路を拡幅し、歩道を設置す
ることにより、安全な交通空間、特に学童や高齢者等の歩行空間の確保を図る。

対　   　象 市道吉島10号線

手       段
（活動指標）

用地買収、物件補償、工事施工、地権者との交渉、補助金申請等事務

意       図
（成果指標）

未改良区間を改良することで、渋滞を解消し、通行の円滑化を図る。
歩道を設置して歩行者が安心して通行できる環境にする。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 177,800,000 122,213,976 274,895,111 202,152,986 73.5% 268,732,986

成
果
指
標

事業進捗率（累計） 48.2 33.1 63.0 54.7 86.8% 72.7

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 766,923 45,800 10,000 0 -100.0% 0
②委託料 10,731,000 10,731,000 1,807,137 960,019 -91.1% 1,000,000

0
③工事請負費 23,171,400 23,171,400 65,978,387 35,542,500 53.4%

65,139,676 84,885,611 43,436,491 -33.3%

33,800,000
④負担金補助及び交付金 0 0 0 0

31,780,000
支出合計（Ａ） 156,669,323 99,087,876 152,681,135 79,939,010 -19.3% 66,580,000
⑤その他 122,000,000

財
源
内
訳

①国庫支出金 85,746,320 54,499,981 87,650,373 45,707,323

③地方債 63,140,000 40,130,000 56,435,000

-16.1% 21,670,000
②県支出金 0 0 0 0 0

15,957,000
④その他（使用料、雑入等） 0 0 0 2,338,995 0

4,457,895 8,595,762 3,532,692 -20.8%

28,360,000 -29.3%

1,773,000
収入合計 156,669,323 99,087,876 152,681,135 79,939,010 -19.3% 39,400,000
⑤一般財源 7,783,003

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 6 6 5 5

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,460,000

-16.7% 5

②年間所要時間 1,300 1,300 1,200 1,200 -7.7% 1,200

5,460,000 5,040,000 5,040,000 -7.7% 5,040,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 162,129,323 104,547,876 157,721,135 84,979,010 -18.7% 71,620,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

・道路改良工事　２件、用地買収　４件、物件補償　７件、業務委託　２件

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

幹線道路は重要な社会基盤であり、観光の振興や総合交通体系の
整備を推進する上でも遅滞なく事業を進める必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道東中六郎丸線道路改良事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成25年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８．土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 ２．道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 ４．道路改良費

基本事業名 16-２　生活道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 当該路線の側溝を整備して路肩部を拡幅することにより、歩行者の安全な交通空間の確保を図る。

対　   　象 市道東中六郎丸線

手       段
（活動指標）

工事施工、物件補償、関係機関との協議

意       図
（成果指標）

道路側溝を整備する。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 21,000,000 22,274,891 106.1%

成
果
指
標

事業進捗率（累計） 100.0 106.1 106.1%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 0 0
②委託料 0 0
③工事請負費 21,525,000 21,525,000

749,891 749,891
④負担金補助及び交付金 0 0

支出合計（Ａ） 0 0 22,274,891 22,274,891 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金 12,251,190 12,251,190

③地方債 10,000,000
②県支出金 0 0

④その他（使用料、雑入等） 0 0
23,701 23,701

10,000,000

収入合計 0 0 22,274,891 22,274,891 0
⑤一般財源

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

②年間所要時間 580 580

0 2,436,000 2,436,000 0

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 24,710,891 24,710,891 0

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

・道路改良工事　１件、物件補償　２件

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

本事業の整備区間は、車がすれ違う道路としては狭く、歩行者に
とって非常に危険な道路であったが、道路側溝を整備することで
歩行者の安全性向上した。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 小川寺地区消雪施設設置事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成24年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成25年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８．土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 ２．道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 ４．道路改良費

基本事業名 16-２　生活道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
小川寺地内における除雪が困難な道路において、消雪施設を整備することにより、住民の交通の安全性・利便性を高
める。

対　   　象 小川寺地区における除雪が困難な道路

手       段
（活動指標）

工事施工、関係機関との協議

意       図
（成果指標）

消雪施設を整備する。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 5,000,000 4,147,500 50,000,000 55,924,090 111.8%

成
果
指
標

事業進捗率（累計） 10.0 8.0 100.0 111.8 111.8%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 0 0 0 0
②委託料 5,000,000 4,147,500 0 0 -100.0%
③工事請負費 0 0 52,558,366 51,668,400

0 108,190 108,190
④負担金補助及び交付金 0 0 0 0

支出合計（Ａ） 5,000,000 4,147,500 52,666,556 51,776,590 1148.4% 0
⑤その他 0

財
源
内
訳

①国庫支出金 3,000,000 2,488,500 31,239,000 27,389,000

③地方債 1,800,000 1,490,000 20,835,000

1000.6%
②県支出金 0 0 0 0

④その他（使用料、雑入等） 0 0 0 6,387,590
168,500 592,556 0 -100.0%

18,000,000 1108.1%

収入合計 5,000,000 4,147,000 52,666,556 51,776,590 1148.5% 0
⑤一般財源 200,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 4 4 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 3,192,000

-25.0%

②年間所要時間 760 760 700 700 -7.9%

3,192,000 2,940,000 2,940,000 -7.9% 0

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 8,192,000 7,339,500 55,606,556 54,716,590 645.5% 0

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

・消雪施設整備工事　２件、許可水利権の取得

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

本事業により消雪施設を整備する区間は、道路幅員が狭く、家屋
も連たんしており、除雪が困難な状況であったが、消雪施設を整
備したことにより除雪の負担が軽減された。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 箇所
②
③
① 箇所
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 土木災害復旧事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成元年以前 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 土木災害復旧事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８．土木費

政  策  名 ６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保 項 ２．道路橋りょう費

施  策  名 11　災害に強いまちの形成 目 ４．道路改良費

基本事業名 11-２　山地崩壊対策等の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 異常な天然現象により被災した公共施設（道路、河川等）の復旧を行う事業

対　   　象 被災した公共施設（道路、河川等）

手       段
（活動指標）

災害査定、測量設計、復旧工事施工、関係機関との協議

意       図
（成果指標）

被災した公共施設（道路、河川等）を復旧することにより、安全で安心な市民生活を確保する。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

被災した公共施設の箇所数 1 4 2 3 150.0% 1

成
果
指
標

復旧した箇所数 1 2 2 2 100.0% 1

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 200,000 46,505 200,000 3,800 -91.8% 0
②委託料 0 0 0 0 0

0
③工事請負費 20,540,000 8,570,000 17,825,000 11,550,000 34.8%

0 0 0

10,000,000
④負担金補助及び交付金 0 0 0 0

0
支出合計（Ａ） 20,740,000 8,616,505 18,025,000 11,553,800 34.1% 10,000,000
⑤その他 0

財
源
内
訳

①国庫支出金 13,700,180 5,716,190 11,889,275 7,703,850

③地方債 6,839,820 2,853,810 5,935,725

34.8% 6,670,000
②県支出金 0 0 0 0 0

3,330,000
④その他（使用料、雑入等） 0 0 0 0 0

46,505 0 0 -100.0%

3,846,150 34.8%

0
収入合計 20,740,000 8,616,505 17,825,000 11,550,000 34.0% 10,000,000
⑤一般財源 200,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 9 9 9 9

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 6,636,000

0.0% 9

②年間所要時間 1,580 1,580 1,080 1,080 -31.6% 1,080

6,636,000 4,536,000 4,536,000 -31.6% 4,536,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 27,376,000 15,252,505 22,561,000 16,089,800 5.5% 14,536,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

・災害復旧工事　３件、災害査定　１件

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

昨今、これまでの記録を超える降雨量による激甚な災害が多く発
生しており、被災を受けた施設の復旧を迅速に行うことに対する
地域の要望、市民の関心が高まってきている。このため、市は災
害復旧を迅速に対応し、市民の安全・安心を確保する必要があ
る。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道青島22号線道路改良事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成23年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-２　生活道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市道青島22号線は、市道経田西町北鬼江線と市道仏又青島線を結ぶ路線であり、沿線住民の生活道路として利用され
ているが、幅員が2.5ｍ～5ｍ程度と狭いことから、安全な通行の支障になっている。そのため、当該路線を拡幅整備
し、安全な交通空間の確保並びに市道経田西町北鬼江線と市道仏又青島線間のアクセスの向上を図るものである。

対　   　象 市道青島22号線の利用者

手       段
（活動指標）

工事施工、用地買収、地権者との交渉

意       図
（成果指標）

拡幅整備し、安全な交通空間の確保とアクセスの向上

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 59,937,400 51,265,423 110,169,154 89,624,999 81.4% 107,324,999

成
果
指
標

進捗率（累計） 64 73.2 100 81.4 81.4% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 13,600 13,600 -100.0%
②委託料 2,079,000 2,079,000 59,661 59,661 -97.1%
③工事請負費 33,253,500 33,253,500 51,413,155 35,532,000 6.9%

8,228,023 7,430,915 2,767,915 -66.4%

17,000,000
④負担金補助及び交付金

700,000
支出合計（Ａ） 52,246,100 43,574,123 58,903,731 38,359,576 -12.0% 17,700,000
⑤その他 16,900,000

財
源
内
訳

①国庫支出金 28,727,875 23,965,768 32,387,338 18,541,088

③地方債 21,150,000 17,640,000 23,790,000

-22.6%
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 460,845
1,968,355 2,726,393 1,587,643 -19.3%

17,770,000 0.7%

収入合計 52,246,100 43,574,123 58,903,731 38,359,576 -12.0% 0
⑤一般財源 2,368,225

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 5 5

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,040,000

66.7%

②年間所要時間 1,200 1,200 860 860 -28.3%

5,040,000 3,612,000 3,612,000 -28.3% 0

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 57,286,100 48,614,123 62,515,731 41,971,576 -13.7% 17,700,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

工事施工、用地買収、地権者との交渉

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現況路線の青島22号線は、幅員が2.5ｍ～5ｍ程度と狭いことか
ら、安全な通行の支障になっている。地区住民や通行する不特定
多数の人々に障害がでるため、遅滞なく事業を推進していく必要
がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道緑ケ丘線道路改良事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成23年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-２　生活道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
市道緑ヶ丘線は、国道８号と県道富山滑川魚津線を結ぶ道路であり、生活道路として利用されているほか、沿線には
福祉施設が多くあるが、幅員が４ｍ程度と狭いことや線形が悪いことから、安全な通行に支障を来たしている。その
ため、当該路線を拡幅整備し、安全な交通空間の確保を図るものである。

対　   　象 市道緑ヶ丘線の利用者

手       段
（活動指標）

工事施工、用地買収、地権者との交渉

意       図
（成果指標）

拡幅整備し、安全な交通空間の確保とアクセスの向上

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 11,890,000 1,890,000 22,992,929 2,583,000 11.2% 37,583,000

成
果
指
標

進捗率（累計） 67 2.5 93 10.0 10.7% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料 1,890,000 1,890,000 5,725,800 693,000 -63.3% 5,000,000
③工事請負費 10,000,000 0 5,377,129

10,000,000

30,000,000
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 11,890,000 1,890,000 21,102,929 693,000 -63.3% 35,000,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金 6,539,500 1,039,500 11,606,610 381,150

③地方債 4,810,000 760,000 8,460,000

-63.3% 19,250,000
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
90,500 1,036,319 111,850 23.6%

200,000 -73.7%

15,750,000
収入合計 11,890,000 1,890,000 21,102,929 693,000 -63.3% 35,000,000
⑤一般財源 540,500

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 4 4

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,040,000

33.3% 4

②年間所要時間 1,200 1,200 840 840 -30.0% 840

5,040,000 3,528,000 3,528,000 -30.0% 3,528,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 16,930,000 6,930,000 24,630,929 4,221,000 -39.1% 38,528,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

工事施工、用地買収、地権者との交渉

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

現況路線の市道緑ヶ丘線は、沿線には福祉施設が多くあるが、幅員が４
ｍ程度と狭いことや線形が悪いことから、安全な通行に支障を来たして
いる。そのため、当該路線を拡幅整備し、安全な交通空間の確保を図る
もので、地区住民や通行する不特定多数の人々に障害がでるため、遅滞
なく事業を推進していく必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道六郎丸32号線道路改良事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成24年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-２　生活道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

市道六郎丸３２号線は、富山労災病院と県道三箇吉島線を結ぶ道路であり、病院利用者のアクセス道路として利用さ
れている。富山労災病院は建替計画があり、建替後は当路線が主要道路になる予定である。幅員が７ｍ程度と狭いこ
とや歩道が整備されていないため、今後の交通量の増加や、歩行者の安全な通行に支障を来たすおそれがある。その
ため、当該路線を拡幅整備し、安全な交通空間の確保を図るものである。

対　   　象 市道六郎丸32号線の利用者

手       段
（活動指標）

工事施工、用地買収、地権者との交渉

意       図
（成果指標）

拡幅整備し、安全な交通空間の確保とアクセスの向上

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 100,000,000 0 143,428,143 27,936,630 19.5% 149,270,630

成
果
指
標

進捗率（累計） 68 0 80 19.8 24.9% 100

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料 406,623 406,623
③工事請負費

0 43,021,520 27,530,007

20,000,000
④負担金補助及び交付金

1,334,000
支出合計（Ａ） 100,000,000 0 43,428,143 27,936,630 21,334,000
⑤その他 100,000,000

財
源
内
訳

①国庫支出金 55,000,000 0 23,885,478 15,365,145

③地方債 40,500,000 0 17,580,000

11,733,700
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 58,820
0 1,962,665 1,192,665

11,320,000

9,600,300
収入合計 100,000,000 0 43,428,143 27,936,630 21,334,000
⑤一般財源 4,500,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 5 5

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,040,000

66.7% 5

②年間所要時間 1,200 1,200 560 560 -53.3% 560

5,040,000 2,352,000 2,352,000 -53.3% 2,352,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 105,040,000 5,040,000 45,780,143 30,288,630 501.0% 23,686,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

工事施工、用地買収、地権者との交渉

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

当路線は、地区住民や労災病院へのアクセス道路として、建替え
に合わせて遅滞なく事業を推進していく必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道六郎丸33号線道路改良事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成24年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成26年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-２　生活道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要

市道六郎丸３３号線は、富山労災病院と県道三箇吉島線を結ぶ道路であり、病院利用者のアクセス道路として利用さ
れている。富山労災病院は建替計画があり、建替後は当路線が病院への接続道路になる予定である。幅員が５ｍ程度
と狭いため、今後の交通量の増加や、歩行者の安全な通行に支障を来たすおそれがある。そのため、当該路線を拡幅
整備し、安全な交通空間の確保を図るものである。

対　   　象 市道六郎丸33号線の利用者

手       段
（活動指標）

工事施工、用地買収、地権者との交渉

意       図
（成果指標）

拡幅整備し、安全な交通空間の確保とアクセスの向上

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 6,000,000 0 34,218,615 17,218,615 50.3%

成
果
指
標

進捗率（累計） 35 0 100 50.3 50.3%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料
③工事請負費 21,275,000 16,275,000

0 6,943,615 943,615
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 6,000,000 0 28,218,615 17,218,615 0
⑤その他 6,000,000

財
源
内
訳

①国庫支出金 3,300,000 0 15,520,238 9,470,238

③地方債 2,430,000 0 11,350,000
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
0 1,348,377 848,377

6,900,000

収入合計 6,000,000 0 28,218,615 17,218,615 0
⑤一般財源 270,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 5 5

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,040,000

66.7%

②年間所要時間 1,200 1,200 760 760 -36.7%

5,040,000 3,192,000 3,192,000 -36.7% 0

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 11,040,000 5,040,000 31,410,615 20,410,615 305.0% 0

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

工事施工、用地買収、地権者との交渉

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

当路線は、地区住民や労災病院へのアクセス道路として、建替え
に合わせて遅滞なく事業を推進していく必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 道路付属物等点検事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成25年度 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 道路改良事業 係　   　名 整備改良係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

平成25年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 道路改良費

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　道路照明施設等の道路付属物について、落下や倒壊による第三者被害を防止する観点から、施設の健全性の点検を
行い、修繕等を計画的に進めることにより、安全な交通の確保を目的とする。

対　   　象 市道の利用者

手       段
（活動指標）

施設の健全性の点検を行うとともに、あわせてナットの締直し等の応急措置を行う

意       図
（成果指標）

施設の修繕を計画的に進める

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

事業執行額（累計） 14,000,000 8,002,850 57.2%

成
果
指
標

進捗率（累計） 100 57.2 57.2%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料 13,022,850 8,002,850
③工事請負費
④負担金補助及び交付金

支出合計（Ａ） 0 0 13,022,850 8,002,850 0
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金 3,861,000 1,100,000

③地方債 0 0 2,840,000
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 90,000
0 6,321,850 6,002,850

810,000

収入合計 0 0 13,022,850 8,002,850 0
⑤一般財源 0

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 3 3

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 0

②年間所要時間 340 340

0 1,428,000 1,428,000 0

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 0 0 14,450,850 9,430,850 0

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

施設の健全性の点検を行うとともに、あわせてナットの締直し等の応急措置を行い、施設の修繕を計画的に進める。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

点検の結果をもとに今後は計画的に修繕を行っていく必要があ
る。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道維持補修事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成元年度以前 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 市道維持補修事業 係　   　名 維持管理係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８　土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 ２　道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 ２　道路維持費

基本事業名 16-３　道路維持管理体制の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市民が安全かつ安心して通行できるよう市道を維持修繕し、健全な道路としての機能・環境を保全する。

対　   　象 市内の市道

手       段
（活動指標）

道路構造物の維持補修を行う。

意       図
（成果指標）

補修実施率を向上させる。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

要望・苦情を受けた数 240 252 160 286 178.8% 200

成
果
指
標

対応し改善した数 204 234 132 258 195.5% 180

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 8,846,000 9,181,000 8,575,000 7,687,995 -16.3% 8,900,000
②委託料 1,800,000 952,000 1,800,000 1,558,316 63.7% 2,300,000
③工事請負費 25,000,000 27,500,000 26,000,000 25,373,502 -7.7%

637,000 1,677,000 1,708,505 168.2%

26,000,000
④負担金補助及び交付金

1,755,000
支出合計（Ａ） 36,197,000 38,270,000 38,052,000 36,328,318 -5.1% 38,955,000
⑤その他 551,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 14,946,000 14,946,000 14,968,000 15,193,003 1.7% 14,855,000
23,324,000 23,084,000 21,135,315 -9.4% 24,220,000

収入合計 36,197,000 38,270,000 38,052,000 36,328,318 -5.1% 39,075,000
⑤一般財源 21,251,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 11 11 11 11

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 21,084,000

0.0% 11

②年間所要時間 5,020 5,020 4,000 4,920 -2.0% 4,000

21,084,000 16,800,000 20,664,000 -2.0% 16,800,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 57,281,000 59,354,000 54,852,000 56,992,318 -4.0% 55,755,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

道路構造物の維持補修（道路面の陥没補修、側溝補修、通行に支障となる雑木等の除去）

市道維持補修（工事）38件　の実施

市道維持補修（修繕）39件　の実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　安全で快適な暮らしやすいまちを実現するには不可欠な事業であるため、安
全性を考慮した工法を採用しながらコスト縮減を図り、現状を維持していける
ように進めていく必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① m
② m
③ m
① %
② %
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市道改良舗装事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成元年以前 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 市道改良舗装事業 係　   　名 維持管理係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８　土木費

政  策  名 ７　魅力ある都市基盤の充実 項 ２　道路橋りょう費

施  策  名 16　快適な道路機能の強化 目 ３　道路新設改良費

基本事業名 16-２　生活道路の整備 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
　市民がより安心して健やかに暮らせるまちづくりのため、市民生活に支障がある市道の拡幅改良、路肩改良、舗装
新設等の工事を実施する。また、事業用地が不足する場合は、地元関係者と協議を行い用地補償を行う。

対　   　象 市内の市道

手       段
（活動指標）

市道の改良・舗装工事の実施を行う。

意       図
（成果指標）

道路改良工事、舗装工事により安全性、利便性を向上させる。

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

市道延長 402,500 401,942 402,750 402,412

舗装済延長 378,000 377,950 378,500

99.9% 403,000
道路改良延長 306,500 307,908 308,500 308,908 100.1% 309,000

378,685 100.0% 379,000
成
果
指
標

市道改良率 76.15 76.61 76.60 76.76 100.2% 76.80
市道舗装率 93.91 94.03 93.98 94.10 100.1% 94.16

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料 4,000,000 4,875,000 4,000,000 1,437,717 -70.5% 4,000,000
③工事請負費 40,000,000 43,932,000 80,000,000 79,823,100 81.7%

295,000 5,800,000 2,668,011 804.4%

53,200,000
④負担金補助及び交付金

2,800,000
支出合計（Ａ） 46,800,000 49,102,000 89,800,000 83,928,828 70.9% 60,000,000
⑤その他 2,800,000

財
源
内
訳

①国庫支出金 0 0 50,000,000 59,000,000

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等） 41,500,000
49,102,000 39,800,000 24,928,828 -49.2% 18,500,000

収入合計 46,800,000 49,102,000 89,800,000 83,928,828 70.9% 60,000,000
⑤一般財源 46,800,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 5 5 5 5

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 8,400,000

0.0% 5

②年間所要時間 2,000 2,000 2,000 2,120 6.0% 2,000

8,400,000 8,400,000 8,904,000 6.0% 8,400,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 55,200,000 57,502,000 98,200,000 92,832,828 61.4% 68,400,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

市道改良工事8件

市道舗装工事6件　の実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｃ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　安全で快適な暮らしやすいまちを実現するには不可欠な事業で
あるため、安全性を考慮した工法を採用しながらコスト縮減を図
り、現状を維持していけるように進めていく必要がある。

評
価
結
果



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
②
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 河川維持事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成元年以前 終了年度

建設課

予 算 事 業 名 河川維持事業 係　   　名 維持管理係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1029

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

総
合
計
画

目  標  名 基本目標２　安全で快適な暮らしやすいまち 款 ８　土木費

政  策  名 ６　生命と財産を守る安全・安心な暮らしの確保 項 ３　河川費

施  策  名 11　災害に強いまちの形成 目 １　河川総務費

基本事業名 11-１　浸水対策の強化 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 異常気象や都市化による浸水被害の対策の一部としての役割や、河川の機能維持や回復のために維持補修を行う

対　   　象 普通河川等

手       段
（活動指標）

普通河川等の改修、維持修繕工事

意       図
（成果指標）

河川の改修、維持修繕による河川機能の維持や回復

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度
計画 実績 計画 実績 達成率 計画

活
動
指
標

要望・苦情を受けた数 30 25 50 48 96.0% 50

成
果
指
標

対応し改善した数 24.00 14.00 40.00 31.00 77.5% 40

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費
②委託料
③工事請負費 11,000,000 10,907,000 13,000,000 12,252,450 12.3%

500,000 102,057

13,000,000
④負担金補助及び交付金

500,000
支出合計（Ａ） 11,500,000 10,907,000 13,500,000 12,354,507 13.3% 13,500,000
⑤その他 500,000

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
10,907,000 13,500,000 12,354,507 13.3% 13,500,000

収入合計 11,500,000 10,907,000 13,500,000 12,354,507 13.3% 13,500,000
⑤一般財源 11,500,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 8 8 8 9

③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 13,440,000

12.5% 8

②年間所要時間 3,200 3,200 3,200 3,220 0.6% 3,200

13,440,000 13,440,000 13,524,000 0.6% 13,440,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 24,940,000 24,347,000 26,940,000 25,878,507 6.3% 26,940,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

河川の改修、維持修繕工事による河川機能の維持や回復

河川維持工事14件　の実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

　安全で快適な暮らしやすいまちを実現するには不可欠な事業で
あるため、安全性を考慮した工法を採用しながらコスト縮減を図
り、現状を維持していけるように進めていく必要がある。

評
価
結
果


